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１．ISSBの目的とIASBとの関係

　2023年６月に、 ISSB （International Sustainability 

Standards Board：国際サステナビリティ基準審

議会）は「サステナビリティ関連財務情報の開示

に関する全般的要求事項（IFRS S1）」と「気候

関連開示（IFRS S2）」を公表した。

　日本では今（2024年１月現在）、SSBJ（サス

テナビリティ基準委員会）が日本版S1、S2作成

の議論を行っている。その後、最終的に有価証券

報告書との関係でどのように落とし込むかについ

ての作業が金融庁において予定されている。対象

決算期が2025年３月決算なのか、あるいはもう

１年次の2026年３月決算になるのか、まだ確定
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　2021年11月に設立されたISSBは、2023年６月にIFRS S1（サステナビリティ関連財務情報の開示に関する
全般的要求事項）とIFRS S2（気候関連開示）を最終化した。今後も新たなテーマの開示基準を設定することが
予定されている。本稿において、ISSBの位置づけ、S1およびS2の意義、SASB基準の重要性、マテリアリティ
抽出など、企業と投資家両サイドにおいて把握しておくべき事項を述べたいと思う。
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